別記

第１号様式（第５条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
　高知県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
                                               申請者
                                                      名称                    
生年月日　　　　　　　　　　
令和　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付申請書
　補助金の交付について、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第５条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
                                        記
１　補助金交付申請額　　金　　　　　　　円
                                     　　　　　　　 （単位：円）
	補助事業に要する経費
	補 助 金 申 請 額

	
	


２　添付書類
・事業計画書（別紙１）
・経費配分書（申請）及び収支予算書（別紙２及び別紙３）
・資金計画（別紙４）
・県税の滞納がないことを証する納税証明書
又は

県税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）

※１：税務課が別に定める「県税完納情報提供事務処理要領」における第４号様式。

※２：補助事業者が個人の場合は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等。

補助事業者が法人の場合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等。

（注）マイナンバーカードは表面のみコピー（裏面はマイナンバーの表示があるため、提出は不可とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番号は復元できない程度にマスキング処理を施す等してください。
・その他参考となる資料

３　補助事業開始及び完了予定期日
　　　　　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで 
４　振込先
　　　金融機関名　　　　　：　　　　　　　　銀行　　　　　　支店
      預金種別及び口座番号：
　　　口座名義人名　　　　：
（注）　交付申請書に次の算式を明記してください。
　　　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額
別紙１              
高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
事　業　計　画　書
１　企業ハンズオン支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	(１) 窓口相談・企業訪問事業

(２) 国・支援機関等連携促進事業

①連携会議開催

②連携会議等への出席旅費

(３) 支援人材育成事業

　　　研修コース名

(４) 顧問弁護士等設置事業

(５) 情報発信事業

①パンフレットの製作

②情報誌の発行

(６) 新事業創出支援事業

　　　フォローアップ対象企業数

(７) セミナー等開催事業


	回

回

人　回

人

回

　

部

月　　　部

年間　　　回

　　

社

回
	事業概要

事業概要

開催時期、会議名、

開催場所

事業概要

研修期間、参加者氏名、開催場所

事業概要

事業概要

概要

概要

事業概要

事業概要

セミナー等の名称




２　コーディネーター活動事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	(１) 県外コーディネーター設置事業

○東京営業本部事務室賃借契約期間

所在地：

面積：　　　㎡

○外商コーディネーターの設置

①東京営業本部

②大阪事務所

③名古屋事務所

④会計年度任用職員
○活動内容

①ミニ展示商談会の開催

　　うち東京

　　うち大阪

　　うち名古屋

②商談件数

③成約件数

④成約額

(２) 県内コーディネーター設置事業

○コーディネーターの設置

　①技術シニア・コーディネーター

　②主任コーディネーター

③ものづくりコーディネーター

④専門官

　

○活動内容

①事業戦略の策定・実行支援

②事業化プランの作成

　③外商サポート対象企業数

　④外商支援による成約額

　　うち国内分

うち海外分

⑤カタログ・パンフレットの作成

（制作物ごと）

⑥県外企業の商談会への招聘
	年月日

～年月日

 人

 人

 人

 人

回

回

回

回

件

件

千円

人

人

人

人

社

件

社

千円

千円

千円

部

社
	取組概要

取組概要

取組概要

取組概要

取組概要

支援内容（策定、PDCA等）

内容


（注）コーディネーターの名称に変更が生じた場合は適宜修正してください。

３　技術の外商事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	(１) 発注企業調査事業

(２）商談会開催事業

　○合同広域商談会

　　①開催件数

　　②参加企業数
　　　・受注企業

　○高知県単独商談会

①開催件数

　　②参加企業数

　　　・発注企業

　　　・受注企業

(３）個別取引あっせん支援

　　・あっせん件数　　

(４）専門家派遣

　　・専門家派遣日数
	　　　社

件

　

社

件

社

社

件

日
	事業概要

各商談会の名称




４　専門家派遣支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	(１）事業戦略サポート

　　・専門家派遣回数
(２）工法の外商

　　・専門家派遣日数
	回
日
	


５　事業戦略セミナー開催事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	　セミナー開催回数


	回
	セミナー名称及び

開催予定月：　　月


６　海外展開支援事業
	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	（１）海外支援コーディネーター

（２）ものづくり海外戦略アドバイザーの派遣

（３）海外戦略の策定支援

（４）海外見本市・商談会への出展

（５）成約額

（６）海外同行訪問

（７）海外企業の招聘

（８）カタログ・パンフレットの作成
（９）現地サポートデスクの設置
	人

回

社

回

千円

回

回

部

箇所
	取組概要

各見本市・商談会の名称

招聘する国

設置する国


７　維持管理事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	(１) 支援体制人材設置事業

　・プロパー職員

　・専門官

　・会計年度任用職員
(２) 管理運営費

(３) 公用車維持費

(４) 採用試験費　　　
	設置人員　　　人

人

人
	概要

概要

概要

概要




（注）１　支援体制人材の名称に変更が生じた場合は適宜修正してください。
２　設置人員が分かる資料（組織図等）を添えてください。
別紙２

高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（申請）
（単位：円）

	経費区分
	　
	補助事業に

要する経費

	補助金

申請額
	備考

	１　企業ハンズオン支援事業
	(１)窓口相談・企業訪問事業
	　
	　
	　

	
	(２)国・支援機関等連携促進事業
	　
	　
	　

	
	(３)支援人材育成事業
	　
	　
	　

	
	(４)顧問弁護士等設置事業
	　
	　
	　

	
	(５)情報発信事業
	　
	　
	　

	
	(６)新事業創出支援事業
	
	
	

	
	(７)セミナー等開催事業
	
	
	

	
	計
	
	
	

	２　コーディネーター活動事業
	(１)県外コーディネーター設置事業
	　
	　
	　

	
	(２)県内コーディネーター設置事業
	
	
	

	
	計
	
	
	

	３  技術の外商事業
	　
	　
	　

	４　専門家派遣支援事業
	
	
	

	５　事業戦略セミナー開催事業
	
	
	

	６　海外展開支援事業
	
	
	

	７　維持管理事業
	(１)支援体制人材設置事業
	　
	　
	　

	
	(２)管理運営費
	　
	　
	　

	
	(３)公用車維持費
	　
	　
	　

	
	(４)採用試験費
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　

	合　　　計
	　
	　
	　
	


（注）各事業とも補助事業に要する経費について、各々の積算明細の資料を添えてください。

別紙３

高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
収　支　予　算　書
（単位：円）

	収入の部
	経  費  区  分
	予　　算　　額
	説　　　明

	
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	

	支出の部
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	


別紙４
資　金　計　画

（単位：円）　　　
	月
	月
	月
	月
	精　算
	合　計

	　
	　
	　
	　
	　
	　


　概算払が必要な場合はその理由
第２号様式（第６条関係）
                                                                  第　 　　　号
                                                                  年　　月　 日
　高知県知事　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　
　　　　令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業
　　　　の中止（廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知がありました事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第６条第１項第３号の規定により、承認を申請します。
                                       記
１　中止（廃止）する事業名
２　理由
３　中止の期間（廃止の時期）
（注）　申請する事業に応じて括弧内を適宜修正してください。
第３号様式（第６条関係）
                                                                    第　　　　号
                                                                    年 　月 　日
　高知県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　
　　　　令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業
　　　　遅延等報告書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知がありました事業について、下記の理由により年度内に完了しないことから、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第６条第１項第４号の規定により、報告します。
                                       記
１　事業名
２　補助事業の進捗状況
３　内容及び原因
４　上記に対する措置
５　補助事業の遂行及び完了の予定
　（注）　１　内容の分かる書類を添えてください。
　　　　　２　補助事業は、交付決定通知書において補助金の交付の対象となった事業を記入してください。
第４号様式（第６条関係）
                                                                番　　　　　号
                                                                年　　月　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　
財　産　処　分　承　認　申　請　書
  令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第６条第１項第７号の規定により、承認を申請します。
                                       記
１　品目及び取得年月日
２　取得価格及び時価
３　処分の方法
４　処分の理由
第５号様式（第６条関係）

誓　約　書　兼　同　意　書

私は、○○補助金の申請に当たり、高知県に対する下記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。

また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会すること（関係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）及び照会の結果について公益財団法人高知県産業振興センターに提供することに同意します。

誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付の決定の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。

＜対象となる税外未収金債務＞
・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近代化資金貸付金償還金
　・農業改良資金貸付金償還金
　・林業・木材産業改善資金貸付金償還金
　・沿岸漁業改善資金貸付金償還金
　年　月　日

高知県知事　　　　　　様

所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者・職）氏名（自署）
第６号様式（第９条関係）
                                                                  　　第　　　　　　　号
                                                                  　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　
　　　令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業
          内　　　容                                            
　　　の　             の変更承認申請書                           
          経費の配分                                            
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の交付の決定通知がありました事業の

 内　　　容            
 　             を下記のとおり変更したいので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費

　 経費の配分                                                    

補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり承認を申請します。
                                       記
　１　補助金の額
　　　　　　　                                     　　　　　　　 （単位：円）
	補助金の額
	備考

	変更前
	変更後
	差引き額
	

	
	
	
	


２　添付書類
    ・変更計画書（別紙１）
・経費配分書（変更分）（別紙２）
・その他参考となる資料
（注）  補助事業を新たに委託しようとすることに伴い経費の配分を行うときは、委託する事業、委託先、委託金額及び委託する理由を記入してください。
別紙１
高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金の変更計画書
１　変　更　の　理　由
２　変　更　の　内　容
　 事　業　の　内　容
　　①　○　○　○　事　業
	 変　更　前

（円）
	 変　更　後

（円）
	  　変　更　の　理　由
	 計画変更が補助事業に
 及ぼす影響

	
	
	
	


    ②　○　○　○　事　業
	 変　更　前

（円）
	 変　更　後

（円）
	  　変　更　の　理　由
	 計画変更が補助事業に
 及ぼす影響

	
	
	
	


    ③　○　○　○　事　業
	 変　更　前

（円）
	 変　更　後

（円）
	  　変　更　の　理　由
	 計画変更が補助事業に
 及ぼす影響

	
	
	
	


別紙２

高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（変更分）
（単位：円）
	経費区分
	　
	補助事業に要する経費
	補助金申請額
	備考

	
	
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	　

	１　企業ハンズオン支援事業
	(１) 窓口相談・企業訪問事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(２) 国・支援機関等連携促進事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(３) 支援人材育成事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(４) 顧問弁護士等設置事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(５) 情報発信事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(６) 新事業創出支援事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(７) セミナー等開催事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	計
	　
	　

	　
	　
	　

	２　コーディネーター活動事業
	(１) 県外コーディネーター設置事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(２) 県内コーディネーター設置事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	計
	　
	　

	　
	　
	　

	３  技術の外商事業
	　
	　

	　
	　
	　

	４　専門家派遣支援事業
	
	
	
	
	

	５　事業戦略セミナー開催事業
	
	
	
	
	

	６　海外展開支援事業
	
	
	
	
	

	７　維持管理事業
	(１) 支援体制人材設置事業
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(２) 管理運営費
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(３) 公用車維持費
	　
	　

	　
	　
	　

	
	(４) 採用試験費
	　
	　

	　
	　
	　

	
	計
	　
	　

	　
	　
	　

	合　　　計
	　
	　

	　
	　
	　


（注）各事業とも補助事業に要する経費について、各々の積算明細の資料を添えてください。

第７号様式（第10条関係）
                                                                  第　　　　　号
                                                                  年　　月　　日
　高知県知事　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　
　　　　　令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る
　　　　　補助事業の遂行状況報告書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知がありました事業の遂行状況を高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第10条の規定により、別添のとおり報告します。
　別紙１                   
高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
                             遂　行　状　況　報　告
１　企業ハンズオン支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 窓口相談・企業訪問事業

(２) 国・支援機関等連携促進事業

①連携会議開催

②連携会議等への出席旅費

(３) 支援人材育成事業

研修コース名

（参加した研修コースごとに、コース名を記入してください。）
(４) 顧問弁護士等設置事業

　　　　　　
(５) 情報発信事業

①パンフレットの製作

②情報誌の発行
(６) 新事業創出支援事業

フォローアップ対象企業数

(７) セミナー等開催事業


	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間　回
　　　

社

回
	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間 回

社

回
	（別添１）窓口相談等事業のとおり

開催月日及び会議名

開催場所

研修期間、参加者氏名及び開催場所

　
概要

概要

概要

概要

セミナー等の名称


　（別添１）　窓口相談等事業
  　(1)窓口相談
（業種別）
	 　　　　内容
 　業種
	相談企業
	相談等延
	内　　　訳

	
	
	
	経営
	マーケ
ティン
グ
	資　金
	法　律
	労　務
	税　務
	技　術
	ビジネ
スプラ
ン
	ＩＴ
	取引適正化
	事　業
提　携
	会　社
設　立
	省エネ
	ＩＳＯ
	特　許
	その他
	小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	苦情
紛争
関係
	その
他
	
	
	
	
	
	
	

	 製造業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 卸売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 建設業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 小売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 サービス業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（目的別）
	 　　　　内容
 　業種
	 相談企業
 数(実数)
	 相談等延
 べ件数
	 　　内　　　訳

	
	
	
	経営
全般
	マーケ
ティン
グ
	資　金
	法　律
	労　務
	税　務
	技　術
	ビジネ
スプラ
ン
	ＩＴ
	取引適正化
	事　業
提　携
	会　社
設　立
	省エネ
	ＩＳＯ
	特　許
	その他
	小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	苦情
紛争
関係
	その
他
	
	
	
	
	
	
	

	 創　　業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 経営革新
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 そ の 他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  　(2)移動相談実施回数：                 回
   (3)取引適正化・苦情紛争処理委員会

苦情紛争処理委員会開催回数                                     回
 　　　　顧問弁護士の活用の有無                                 有  ・  無

２　コーディネーター活動事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 県外コーディネーター設置事業

○東京営業本部事務室賃借契約期間

所在地：

面積：　　　㎡

○外商コーディネーターの設置

①東京営業本部

②大阪事務所

③名古屋事務所

④会計年度任用職員
○活動内容

①ミニ展示商談会の開催

　　うち東京

　　うち大阪

　　うち名古屋

②商談件数

③成約件数

④成約額

(２) 県内コーディネーター設置事業

○コーディネーターの設置

　①技術シニア・コーディネーター
　②主任コーディネーター

③ものづくりコーディネーター

④専門官

○活動内容

①事業戦略の策定・実行支援

②事業化プランの作成

　　うち製品化数

　③外商サポート対象企業数

　④外商支援による成約額

　　うち国内分

うち海外分

⑤カタログ・パンフレットの作成

（制作物ごと）

　⑥県外企業の商談会への招聘
	　　　

年月日

～年月日

人

 人

 人

 人

回

回

回

回

件

件

千円

人

人

人

人

社

件

件

社

千円

千円

千円

部

社
	　　

年月日

～年月日

人

 人

 人

 人

回

回

回

回

件

件

千円

人

人

人

人

社

件

件

社

千円

千円

千円

部

社
	取組概要

取組概要

取組概要

取組概要

取組概要

支援内容（策定、PDCA等）




（注）コーディネーターの名称に変更が生じた場合は適宜修正してください。

３　技術の外商事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 発注企業調査事業

(２）商談会開催事業
　○合同広域商談会
　　①開催件数
　　②参加企業数
      ・発注企業

　　　・受注企業

　　③商談件数

　　④成約件数

　　⑤成約額
　○高知県単独商談会
①開催件数
　　②参加企業数
・発注企業

　　　・受注企業

　　③商談件数

　　④成約件数

　　⑤成約額
(３）個別取引あっせん支援
　　①あっせん件数
　　②成約件数
　　③成約額
(４）専門家派遣

　　・専門家派遣日数
	　　　　社
件

　社
件

　

社

　社
件
日
	　　社
件

　社

　社

件
件

千円

件

　

社

　社
件
件

千円
件
件
千円
日
	各商談会の内容等



４　専門家派遣支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	（１）事業戦略サポート

　　・専門家派遣回数

（２）工法の外商

　　・専門家派遣日数
	回

日
	回

日
	


（注）専門家、派遣先企業、派遣内容が分かる資料を添えてください。
５　事業戦略セミナー開催事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	　セミナーの名称
	回
	回
	開催内容


６　海外展開支援事業
	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	（１）海外支援コーディネーター

（２）ものづくり海外戦略アドバイザーの派遣

（３）海外戦略の策定支援

（４）海外見本市・商談会への出展

（５）商談件数

　　　・うち国別

（現地サポートデスク対応含む）

（６）成約額

（７）海外同行訪問

（８）海外企業の招聘

（９）カタログ・パンフレットの作成

（10）現地サポートデスクの設置

（11）ものづくり海外展開サポートデスク相談件数

（12）現地サポートデスク

　　　・利用件数

　　　・利用企業数
	人　　　　　　

回

社

回

　

千円

回

回

部

箇所


	人　　　　　　

回

社

回

件

千円

回

回

部

箇所

件

件

社
	取組概要

各見本市・商談会の名称
招聘した国

設置した国

国別に記載




（注）支援企業や支援実績が分かる資料を添えてください。
７　維持管理事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 支援体制人材設置事業

　①プロパー職員

　②専門官

　③会計年度任用職員
(２) 管理運営費

(３) 公用車維持費

(４) 採用試験費　　　
	設置人員　　　人

人

人


	　設置人員

　　　　　人

人

人


	


（注）１　支援体制人材の名称に変更が生じた場合は適宜修正してください。
２　設置人員が分かる資料（組織図等）を添えてください。
第８号様式（第11条関係）
第　　 　 　号
年　　月　　日
　高知県知事　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　
　　　　　　令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る
　　　　　　補助事業の実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知を受けました事業を完了しましたので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第11条第１項の規定により、報告します。
                                         記
１　補助金交付決定額　　　金             　円
２　補助金実績額          金             　円
　     　　　                                　　　　　　　 （単位：円）
	交付決定額
	実績額
（Ａ）
	概算払受領
済額（Ｂ）
	精算請求額
（ＡーＢ）

	
	
	
	


３　添付書類

　　・実績書（別紙１）

　　・経費配分書（実績報告）（別紙２）

　　・取得財産等管理明細表（別紙３）

　　・その他参考となる資料

４　振込先
　　　金融機関名　　　　　：　　　　　　　　銀行　　　　　　支店
      預金種別及び口座番号：
　　　口座名義人名　　　　：
　（注）　実績報告書に次の算式を明記してください。
　　　　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
別紙１
    令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業実績書
１　企業ハンズオン支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 窓口相談・企業訪問事業

(２) 国・支援機関等連携促進事業

①連携会議開催

②連携会議等への出席旅費

(３) 支援人材育成事業

　　　研修コース名

（参加した研修コースごとに、コース名を記入してください。）
(４) 顧問弁護士等設置事業

　　　　　　
(５) 情報発信事業

①パンフレットの製作

②情報誌の発行
(６) 新事業創出支援事業

フォローアップ対象企業数

(７) セミナー等開催事業


	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間　回
　　　

企業

回
	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間 回

企業

回
	（別添１）窓口相談等事業のとおり

開催月日及び会議名

開催場所

研修期間、参加者氏名及び開催場所

　
概要

概要

概要

概要

セミナー等の名称


（別添１）窓口相談等事業
  　(1)窓口相談
（業種別）
	 　　　　内容
 　業種
	 相談企業
	 相談等延
	 　　内　　　訳

	
	
	
	  経営
	 マーケ
 ティン
 グ
	 資　金
	 法　律
	 労　務
	 税　務
	 技　術
	 ビジネ
 スプラ
 ン
	  ＩＴ
	 取引適正化
	 事　業
 提　携
	 会　社
 設　立
	 省エネ
	 ＩＳＯ
	 特　許
	 その他
	  小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 苦情
 紛争
 関係
	 その
 他
	
	
	
	
	
	
	

	 　製造業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   卸売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   建設業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   小売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   サービス業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（目的別）
	 　　　　内容
 　業種
	 相談企業
 数(実数)
	 相談等延
 べ件数
	 　　内　　　訳

	
	
	
	  経営
  全般
	 マーケ
 ティン
 グ
	 資　金
	 法　律
	 労　務
	 税　務
	 技　術
	 ビジネ
 スプラ
 ン
	  ＩＴ
	 取引適正化
	 事　業
 提　携
	 会　社
 設　立
	 省エネ
	 ＩＳＯ
	 特　許
	 その他
	  小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 苦情
 紛争
 関係
	 その
 他
	
	
	
	
	
	
	

	 　創　　業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   経営革新
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   そ の 他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  　(2)移動相談実施回数：                 回
   (3)取引適正化・苦情紛争処理委員会

苦情紛争処理委員会開催回数                                     回
 　　　　顧問弁護士の活用の有無                                 有  ・  無
２　コーディネーター活動事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 県外コーディネーター設置事業

○東京営業本部事務室賃借契約期間

所在地：

面積：　　　㎡

○外商コーディネーターの設置
①東京営業本部

②大阪事務所

③名古屋事務所

④会計年度任用職員
○活動内容
①ミニ展示商談会の開催

　うち東京

　うち大阪

　うち名古屋

②商談件数

③成約件数

④成約額

(２) 県内コーディネーター設置事業

○コーディネーターの設置

①技術シニア・コーディネーター
②主任コーディネーター

③ものづくりコーディネーター
④専門官
　

○活動内容
①事業戦略の策定・実行支援
②事業化プランの作成
　うち製品化数
　③外商サポート対象企業数
　④外商支援による成約額
　　うち国内分
うち海外分
⑤カタログ・パンフレットの作成
（制作物ごと）
⑥県外企業の商談会への招聘
	年月日

～年月日
人

 人

 人

 人
回

回

回

回

件

件

千円
人
人
人

人

社

件

件

社

千円

千円

千円

部

社
	　
年月日

～年月日
人

 人

 人

 人
回

回

回

回

件

件

千円
人

人
人

人

社

件

件

社

千円

千円

千円

部

社
	取組概要
取組概要

取組概要
取組概要
取組概要
支援内容（策定、PDCA等）

内容


（注）１　コーディネーターの名称に変更が生じた場合は適宜修正してください。
２　事業の実施状況や制作物の内容が分かる資料を添えてください。

３　技術の外商事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 発注企業調査事業

(２）商談会開催事業
　○合同広域商談会
　　①開催件数
　　②参加企業数
　　　・発注企業

　　　・受注企業

　　③商談件数

　　④成約件数

　　⑤成約額
　○高知県単独商談会
①開催件数
　　②参加企業数
・発注企業

　　　・受注企業

　　③商談件数

　　④成約件数

　　⑤成約額
(３）個別取引あっせん支援
　　①あっせん件数
　　②成約件数
　　③成約額
(４）専門家派遣

　　・専門家派遣日数
	　　　社
件

　

　社

件

　

社

　社
件
日
	　社
件

　社

　社

件
件

千円

件

　

社

　社
件
件

千円
件
件
千円
日
	事業概要



４　専門家派遣支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	（１）事業戦略サポート

　　・専門家派遣回数

（２）工法の外商

　　・専門家派遣日数
	回

日
	回

日
	


（注）専門家、派遣先企業、派遣内容が分かる資料を添えてください。
５　事業戦略セミナー開催事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	　セミナーの名称
	回
	回
	開催内容


（注）開催概要が分かるチラシ等を添えてください。
６　海外展開支援事業
	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	（１）海外支援コーディネーター

（２）ものづくり海外戦略アドバイザーの派遣

（３）海外戦略の策定支援

（４）海外見本市・商談会への出展

（５）商談件数

　　　・うち国別

（現地サポートデスク対応含む）

（６）成約額

（７）海外同行訪問

（８）海外企業の招聘

（９）カタログ・パンフレットの作成

（10）現地サポートデスクの設置

（11）ものづくり海外展開サポートデスク相談件数

（12）現地サポートデスク

　　　・利用件数

　　　・利用企業数
	　　　　　人　　　　　　

回

社

回

千円

回

回

部

箇所


	人　　　　　　

回

社

回

件

千円

回

回

部

箇所

件

件

社
	取組概要

各見本市・商談会の名称
招聘した国

設置した国

国別に記載




（注）支援企業や支援実績が分かる資料を添えてください。
７　維持管理事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 支援体制人材設置事業

　・プロパー職員

　・専門官

　・会計年度任用職員
(２) 管理運営費

(３) 公用車維持費

(４) 採用試験費　　　
	設置人員　　　人

人

人


	　設置人員

　　　　　人

人

人


	


（注）１　支援体制人材の名称に変更が生じた場合は適宜修正してください。
２　設置人員が分かる資料（組織図等）を添えてください。

その他成果品やコーディネーター及び職員の賃金台帳等、事業の実施状況が分かる資料を適宜添えてください。

別紙２
高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（実績報告）
（単位：円）
	経費区分
	　
	補助事業に

要する経費
	補助金

実績額
	備考

	１　企業ハンズオン支援事業
	(１) 窓口相談・企業訪問事業
	　

	　
	　

	
	(２) 国・支援機関等連携促進

事業
	　

	　
	　

	
	(３) 支援人材育成事業
	　
　
	　
	　

	
	(４) 顧問弁護士等設置事業
	　
　
	　
	　

	
	(５) 情報発信事業
	　
　
	　
	　

	
	(６) 新事業創出支援事業
	　
　
	　
	　

	
	(７) セミナー等開催事業
	　　
　　
	　　
	　　

	
	計
	　
　
	　
	　

	２　コーディネーター活動事業
	(１) 県外コーディネーター設置事業
	　
　
	　
	　

	
	(２) 県内コーディネーター設置事業
	　
　
	　
	　

	
	計
	　
　
	　
	　

	３  技術の外商事業
	　
　
	　
	　

	４　専門家派遣支援事業
	
	
	

	５　事業戦略セミナー開催事業
	
	
	

	６　海外展開支援事業
	
	
	

	７　維持管理事業
	(１) 支援体制人材設置事業
	　
　
	　
	　

	
	(２) 管理運営費
	　
　
	　
	　

	
	(３) 公用車維持費
	　
　
	　
	　

	
	(４) 採用試験費
	　
　
	　
	　

	
	計
	　
　
	　
	　

	合　　　計
	　
　
	　
	　


（注）各事業とも補助事業に要する経費について、各々の積算明細の資料を添えてください。

別紙３

取得財産等管理明細表（　　　　年度）

補助金名：高知県中小企業経営資源強化対策事業費

	
	区 分
	財産を取得した者
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得

年月日
	保管場所
	耐用

年数
	県補助率
	備　考

	財産名
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（注）１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が10万円を超えるものとします。

２　数量は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。

３　取得年月日は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。
４　施設財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。
第９号様式（第11条関係）
第　　 　 　号
年　　月　　日
　高知県知事　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　
　　　　　　令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る
　　　　　　補助事業の令和　年度実施分終了実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知を受けました事業について、令和　年度実施分を完了しましたので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第11条第２項の規定により、報告します。
                                         記
１　補助金交付決定額　　　 　　　 金             　円
　 （うち令和　年度実施分　　　　 金             円）
２　令和　年度実施分補助金実績額  金             　円
　     　　　                                　　　　　　　 （単位：円）
	交付決定額
（令和　年度実施分）
	実績額
（Ａ）
	概算払受領
済額（Ｂ）
	精算請求額
（ＡーＢ）

	
	
	
	


３　添付書類

　　・実績書（別紙１）

　　・経費配分書（実績報告）（別紙２）

　　・取得財産等管理明細表（別紙３）

　　・その他参考となる資料

４　振込先
　　　金融機関名　　　　　：　　　　　　　　銀行　　　　　　支店
      預金種別及び口座番号：
　　　口座名義人名　　　　：
　（注）　実績報告書に次の算式を明記してください。
　　　　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
別紙１
    　　　令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る
補助事業の令和　年度実施分終了実績報告書
１　企業ハンズオン支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 窓口相談・企業訪問事業

(２) 国・支援機関等連携促進事業

①連携会議開催

②連携会議等への出席旅費

(３) 支援人材育成事業

　　　研修コース名

（参加した研修コースごとに、コース名を記入してください。）
(４) 顧問弁護士等設置事業

　　　　　　
(５) 情報発信事業

①パンフレットの製作

②情報誌の発行
(６) 新事業創出支援事業

フォローアップ対象企業数

(７) セミナー等開催事業


	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間　回
　　　

企業

回
	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間 回

企業

回
	（別添１）窓口相談等事業のとおり

開催月日及び会議名

開催場所

研修期間、参加者氏名及び開催場所

　
概要

概要

概要

概要

セミナー等の名称


（別添１）窓口相談等事業
  　(1)窓口相談
（業種別）
	 　　　　内容
 　業種
	 相談企業
	 相談等延
	 　　内　　　訳

	
	
	
	  経営
	 マーケ
 ティン
 グ
	 資　金
	 法　律
	 労　務
	 税　務
	 技　術
	 ビジネ
 スプラ
 ン
	  ＩＴ
	 取引適正化
	 事　業
 提　携
	 会　社
 設　立
	 省エネ
	 ＩＳＯ
	 特　許
	 その他
	  小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 苦情
 紛争
 関係
	 その
 他
	
	
	
	
	
	
	

	 　製造業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   卸売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   建設業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   小売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   サービス業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（目的別）
	 　　　　内容
 　業種
	 相談企業
 数(実数)
	 相談等延
 べ件数
	 　　内　　　訳

	
	
	
	  経営
  全般
	 マーケ
 ティン
 グ
	 資　金
	 法　律
	 労　務
	 税　務
	 技　術
	 ビジネ
 スプラ
 ン
	  ＩＴ
	 取引適正化
	 事　業
 提　携
	 会　社
 設　立
	 省エネ
	 ＩＳＯ
	 特　許
	 その他
	  小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 苦情
 紛争
 関係
	 その
 他
	
	
	
	
	
	
	

	 　創　　業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   経営革新
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   そ の 他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  　(2)移動相談実施回数：                 回
   (3)取引適正化・苦情紛争処理委員会

苦情紛争処理委員会開催回数                                     回
 　　　　顧問弁護士の活用の有無                                 有  ・  無
２　コーディネーター活動事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 県外コーディネーター設置事業

○東京営業本部事務室賃借契約期間

所在地：

面積：　　　㎡

○外商コーディネーターの設置
①東京営業本部

②大阪事務所

③名古屋事務所

④会計年度任用職員
○活動内容
①ミニ展示商談会の開催

　うち東京

　うち大阪

　うち名古屋

②商談件数

③成約件数

④成約額

(２) 県内コーディネーター設置事業

○コーディネーターの設置
①技術シニア・コーディネーター

②主任コーディネーター

③ものづくりコーディネーター
④専門官
　

○活動内容
①事業戦略の策定・実行支援
②事業化プランの作成
　うち製品化数
　③外商サポート対象企業数
　④外商支援による成約額
　　うち国内分
うち海外分
⑤カタログ・パンフレットの作成
（制作物ごと）
⑥県外企業の商談会への招聘
	年月日

～年月日
人

 人

 人

 人
回

回

回

回

件

件

千円
人

人
人

人

社

件

件

社

千円

千円

千円

部

社
	　
年月日

～年月日
人

 人

 人

 人
回

回

回

回

件

件

千円
人

人
人

人

社

件

件

社

千円

千円

千円

部

社
	取組概要
取組概要

取組概要
取組概要
取組概要
支援内容（策定、PDCA等）

内容


（注）１　コーディネーターの名称に変更が生じた場合は適宜修正してください。
２　事業の実施状況や制作物の内容が分かる資料を添えてください。

３　技術の外商事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 発注企業調査事業

(２）商談会開催事業
　○合同広域商談会
　　①開催件数
　　②参加企業数
　　　・発注企業

　　　・受注企業

　　③商談件数

　　④成約件数

　　⑤成約額
　○高知県単独商談会
①開催件数
　　②参加企業数
・発注企業

　　　・受注企業

　　③商談件数

　　④成約件数

　　⑤成約額
(３）個別取引あっせん支援
　　①あっせん件数
　　②成約件数
　　③成約額
(４）専門家派遣

　　・専門家派遣日数
	　　　社
件

　

　社

件

　

社

　社
件
日
	　社
件

　社

　社

件
件

千円

件

　

社

　社
件
件

千円
件
件
千円
日
	事業概要



４　専門家派遣支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	（１）事業戦略サポート

　　・専門家派遣回数

（２）工法の外商

　　・専門家派遣日数
	回

日
	回

日
	


（注）専門家、派遣先企業、派遣内容が分かる資料を添えてください。
５　事業戦略セミナー開催事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	　セミナーの名称
	回
	回
	開催内容


（注）開催概要が分かるチラシ等を添えてください。
６　海外展開支援事業
	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	（１）海外支援コーディネーター

（２）ものづくり海外戦略アドバイザーの派遣

（３）海外戦略の策定支援

（４）海外見本市・商談会への出展

（５）商談件数

　　　・うち国別

　　　（現地サポートデスク対応含む）

（６）成約額

（７）海外同行訪問

（８）海外企業の招聘

（９）カタログ・パンフレットの作成

（10）現地サポートデスクの設置

（11）ものづくり海外展開サポートデスク相談件数

（12）現地サポートデスク

　　　・利用件数

　　　・利用企業数
	　　　　　人　　　　　　

回

社

回

千円

回

回

部

箇所


	人　　　　　　

回

社

回

件

千円

回

回

部

箇所

件

件

社
	取組概要

各見本市・商談会の名称
招聘した国

設置した国

国別に記載




（注）支援企業や支援実績が分かる資料を添えてください。
７　維持管理事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 支援体制人材設置事業

　・プロパー職員

　・専門官

　・会計年度任用職員
(２) 管理運営費

(３) 公用車維持費

(４) 採用試験費　　　
	設置人員　　　人

人

人


	　設置人員

　　　　　人

人

人


	


（注）１　支援体制人材の名称に変更が生じた場合は適宜修正してください。
２　設置人員が分かる資料（組織図等）を添えてください。

その他成果品やコーディネーター及び職員の賃金台帳等、事業の実施状況が分かる資料を適宜添えてください。

別紙２
高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（実績報告）
（単位：円）
	経費区分
	　
	補助事業に

要する経費
	補助金

実績額
	備考

	１　企業ハンズオン支援事業
	(１) 窓口相談・企業訪問事業
	　

	　
	　

	
	(２) 国・支援機関等連携促進

事業
	　

	　
	　

	
	(３) 支援人材育成事業
	　
　
	　
	　

	
	(４) 顧問弁護士等設置事業
	　
　
	　
	　

	
	(５) 情報発信事業
	　
　
	　
	　

	
	(６) 新事業創出支援事業
	　
　
	　
	　

	
	(７) セミナー等開催事業
	　
　
	　
	　

	
	計
	　
　
	　
	　

	２　コーディネーター活動事業
	(１) 県外コーディネーター設置事業
	　
　
	　
	　

	
	(２) 県内コーディネーター設置事業
	　
　
	　
	　

	
	計
	　
　
	　
	　

	３  技術の外商事業
	　
　
	　
	　

	４　専門家派遣支援事業
	
	
	

	５　事業戦略セミナー開催事業
	
	
	

	６　海外展開支援事業
	
	
	

	７　維持管理事業
	(１) 支援体制人材設置事業
	　
　
	　
	　

	
	(２) 管理運営費
	　
　
	　
	　

	
	(３) 公用車維持費
	　
　
	　
	　

	
	(４) 採用試験費
	　
　
	　
	　

	
	計
	　
　
	　
	　

	合　　　計
	　
　
	　
	　


（注）各事業とも補助事業に要する経費について、各々の積算明細の資料を添えてください。

別紙３

取得財産等管理明細表（　　　　年度）

補助金名：高知県中小企業経営資源強化対策事業費

	
	区 分
	財産を取得した者
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得

年月日
	保管場所
	耐用

年数
	県補助率
	備　考

	財産名
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（注）１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が10万円を超えるものとします。

２　数量は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。

３　取得年月日は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。
４　施設財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。
第10号様式（第13条関係）
                                                                　第　　　　　号
                                                                　年　　月　　日
　高知県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　
令和　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金概算払請求書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で（変更）交付の決定通知がありました補助金について、中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第13条の規定により、下記のとおり請求します。
                                       記
１　交付決定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
２　概算払受領済額  　    金　　　　　　　　　　　円
３　今回請求額      　　　金　　　　　　　　　　　円
４　添付書類
　　・事業費別内訳書（別紙１）

　　・経費配分書（概算請求用）（別紙２）

　　・その他参考となる資料

５　振込先
　　　金融機関名　　　　　：　　　　　　　　銀行　　　　　　支店
      預金種別及び口座番号：
　　　口座名義人名　　　　：
６　発行責任者：　　　　　　　　　　　　　　連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　担  当  者：　　　　　　　　　　　　　　連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　　）
（注）代表者印を省略する場合、発行責任者及び担当者の氏名（フルネーム）並びに連絡先（電話番号）を記載してください。発行責任者及び担当者は同一人物でも可とします。
別紙１
　第　回概算払：事業費別内訳表
（単位：円）
	交　　付
決定額
	概算払
受領済額
	今　　回
請求額
	残　　額

	
	
	
	


（注）　経費別内訳を添えてください。
別紙２

高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（概算請求用）
（単位：円）
	経費区分
	　
	交付

決定額
	概算払

受領済額
	今回

請求額
	残額
	備考

	１　企業ハンズオン支援事業
	(１) 窓口相談・企業訪問事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 国・支援機関等連携促進

事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(３) 支援人材育成事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(４) 顧問弁護士等設置事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(５) 情報発信事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(６) 新事業創出支援事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(７) セミナー等開催事業
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	２　コーディネーター活動事業
	(１) 県外コーディネーター

設置事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 県内コーディネーター

設置事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	３  技術の外商事業
	　
	　
	　
	　
	　

	４　専門家派遣支援事業
	
	
	
	
	

	５　事業戦略セミナー開催事業
	
	
	
	
	

	６　海外展開支援事業
	
	
	
	
	

	７　維持管理事業
	(１) 支援体制人材設置事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 管理運営費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(３) 公用車維持費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(４) 採用試験費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	合　　　計
	　
	　
	　
	　
	　


第11号様式（第14条関係）
                                             　　               　第　　　　　号
                                                                　年　　月　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　
令和　　年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書
  高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第14条第１項の規定により、下記のとおり報告します。
                                       記
１　補助金額（知事が確定通知書により通知した額）　　　　　金　　　　　　　　円
２　補助金の額の確定時における消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　金　　　　　　　　円

４　補　助　金　返　還　相　当　額（３－２）　　　　　　　金　　　　　　　　円
（注）　別紙として積算の内訳を添えてください。

